
 

 

 

地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）について 

 

地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）の概要 

国は、地方公共団体が行う地方創生事業に対する企業の寄附について、従来の損金算入措置に加

え、法人住民税、法人事業税、法人税の税額控除の優遇措置を新たに講じ、地方創生に取り組む地

方を企業が応援する仕組みを創設した。（平成 28 年 4 月） 

 

本市における取り組み 

企業版ふるさと納税による寄附の受け入れに際し、地方公共団体は地域再生計画を策定し国の認

定を受ける必要があり、本市は、下記２事業を申請し認定を受けた。（平成 28 年 8 月） 

計画１ 社会全体で子育てを支え合う風土づくりによる「２人目の壁打破」プロジェクト 

    （計画期間 平成 28 年度～31 年度） 

計画２ 地域の偉人等を活用したまちなか文化芸術・歴史空間の創出事業 

（計画期間 平成 28 年度～31 年度） 

 

寄附受入実績（平成28年度） 

１ 社会全体で子育てを支え合う風土づくりによる「２人目の壁打破」プロジェクト 

（１）事業費 

   32,650 円 

（２）寄附額 

   － （事業費が寄附額の下限 10 万円に達しなかったため） 

 

２ 地域の偉人等を活用したまちなか文化芸術・歴史空間の創出事業 

（１）事業費 

   161,302,888 円 

（２）寄附額 

   41,200,000 円（事業費の 25％） 

（３）寄附をいただいた企業 

   ６社 

寄附法人名 業種 本社所在地 寄附額（円） 公表 

株式会社アスカ 人材派遣業 群馬県高崎市 5,000,000 可 

株式会社三山 建設業 群馬県高崎市 100,000 可 

Ａ社 サービス業 東京都港区 1,000,000 不可 

関東建設工業株式会社 建設業 群馬県太田市 30,000,000 可 

Ｂ社 建設業 群馬県高崎市 100,000 不可 

株式会社ヤマダ電機 小売業 群馬県高崎市 5,000,000 可 
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